
（様式①）

[建築局] 10款1項2目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

31
都市計画広報連絡調整

費
4,588 4,272 5,101 4,711 △ 513 △ 439

32 都市計画審議会関連費 2,997 2,997 3,895 3,895 △ 898 △ 898

33 都市計画調査事業 41,750 40,692 45,670 44,231 △ 3,920 △ 3,539

34
都市計画情報システム

運営費
3,012 3,012 3,051 3,051 △ 39 △ 39

35
都市計画縦覧図書の

データベース化事業費
3,475 3,475 3,538 3,538 △ 63 △ 63

36
都市計画情報等提供事

業費
4,844 4,823 4,844 4,823 0 0 〇

37
都市計画課会計年度任

用職員経費
9,109 9,069 9,098 9,074 11 △ 5

38
用途地域等見直し検討

業務
17,420 17,420 20,046 20,046 △ 2,626 △ 2,626

39 第8回線引き見直し 17,050 17,050 11,600 11,600 5,450 5,450 〇

計 104,245 102,810 106,843 104,969 △ 2,598 △ 2,159

事　業　計　画　書　目　次

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度





(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 濵名　陽介 米永　健人

細事業合計 4,588 5,101 ▲ 513

課長 係長 調査

5,101 ▲ 513
実績等からの見直しによ
る減

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画広報連絡調整費 4,588

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 過年度実績等

12,394

事業概要
都市計画決定（変更）に際し、各種行政機関と調整を行うとともに、広く住民の意思を反映させるため、説明会等の広報及び運営を行
います。

事業開始年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

8,475 8,872 12,667
8,103 8,565

根拠法令・方針決裁等 都市計画法　測量法　環境影響評価条例　横浜市都市計画公聴会規則　神奈川県「都市計画図書の作成、管理等に関する要綱」

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①関係機関等連絡調整
　都市計画決定（変更）に関する関係機関等連絡調整、都市計画手続等に関する事務を円滑に進めます。
②航空写真関連
　過去に都市計画基礎調査、都市計画基本図作成等の業務で撮影した航空写真の複製及び販売を行います。
③都市計画関連会費等
　INEXや都市計画協会等の会費。都市計画に関する施策、手法の研究及び知識の習得を図り、都市計画決定業務の円滑な推進を期しま
す。
④都市計画公聴会等の開催
　都市計画市素案説明会や都市計画公聴会等を開催し、都市計画手続の適正化を図ります。
⑤図書等資料の作成
　都市計画決定（変更）及び事業認可に必要な図書等の資料を作成します。

令和８年度
予
算

6,583 5,489 4,928 4,588 4,588 4,588
6,163 5,025

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

4,473 4,272 4,272 4,272

4,711
増△減 △ 513 0 0 △ 74 0 0 △ 439

令和４年度 5,101 0 0 390

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 4,588 316 4,272

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画広報連絡調整費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 1 前年度事業名称 都市計画広報連絡調整費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 濵名　陽介 米永　健人

細事業合計 2,997 3,895 ▲ 898

課長 係長 調査

3,895 ▲ 898
市民委員選考を実施しな
いことによる減

事業スケジュール

【令和５年度開催予定時期】
１回目：６月下旬～７月上旬
２回目：８月下旬～９月上旬
３回目：11月中旬～11月下旬
４回目：１月中旬～１月下旬
５回目：３月中旬～３月下旬

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画審議会関連費 2,997

実績

単位 目標

実績

単位 目標

5 5 5

回 実績 4.0 5.0
開催回数

単位 目標 4 5 5 5

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 過去の都市計画審議会開催実績等

2,351

事業概要 本市に関する全都市計画案件等について調査・審議する「横浜市都市計画審議会」を年５回程度開催します。

事業開始年度 昭和57年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,825 3,395 2,351
1,825 3,395

根拠法令・方針決裁等 都市計画法第77条の２第１項、第87条の２第11項　横浜市都市計画審議会条例　横浜市都市計画審議会規則

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　横浜市都市計画審議会は、市長の諮問に基づき、本市に関する全都市計画案件等について、専門家及び市民の代表の立場から意見を
述べ、調査・審議する機関です。本審議会は、委員26人(学識経験者12人、市会議員10人、横浜市の住民３人、臨時委員１人)をもって
組織される市長の附属機関として昭和57年10月５日に市条例により設置されたものですが、平成12年４月の都市計画法改正に伴って法
定化され、これを受けて、横浜市都市計画審議会条例を改正しました。
　また、平成12年７月からは、横浜市の保有する情報の公開に関する条例に基づき会議を公開しています。

令和８年度
予
算

3,270 3,965 3,665 3,742 2,997 3,742
3,270 3,965

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

3,665 3,742 2,997 3,742

0 3,895
増△減 △ 898 0 0 0 0 0 △ 898

令和４年度 3,895 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 2,997 2,997

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画審議会関連費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 2 前年度事業名称 都市計画審議会関連費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

18
19事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 3 前年度事業名称 都市計画調査事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画調査事業 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

令和５年度 41,750 1,058 40,692
0

単独事業 0
補助事業

44,231
増△減 △ 3,920 0 0 △ 381 0 0 △ 3,539

令和４年度 45,670 1,439

令和８年度
予
算

94,150 76,350 78,815 81,750 81,150 51,150
91,977 74,197

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

55,042 80,692 80,092 50,092

根拠・データ等 過年度の契約実績、販売実績、神奈川県都市計画基礎調査の手引き等

58,334

事業概要

 令和４年度の都市計画決定・変更に伴い、都市計画決定データ等の修正を行うとともに、地形地物の変化に伴い、都市計画基本図の修
正を行います。修正後の各種地図については、業務使用及び一般頒布のため印刷し、販売します。
　また、都市計画策定の基礎資料とするために、都市計画法第６条に基づく、「都市計画基礎調査」を概ね５年毎、神奈川県下一斉に
実施し、人口・土地・建物等の現状及び動向について調査します。

事業開始年度
昭和41年度

※第11次基礎調査は令和
元年度から開始

６年度 ７年度 ８年度

決
算

81,671 63,076 79,398
80,299 61,800

根拠法令・方針決裁等 都市計画法第６条　都市計画法第14条　測量法

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

１　都市計画図等作成費
　都市計画決定データは、都市計画の情報を示したデータであり都市計画の立案及び事業執行のために必要不可欠なものです。
　また、都市計画基本図(地形図)は、各種行政地図情報のベース図として、庁内の様々な分野（都市計画、防災、下水道など）で活用
されています。都市施設の完成や開発等による地形地物の変化に伴い修正が必要となりますが、単年度のコスト削減や業務量の平準化
を図るために、市域を分割し、複数年かけて修正を行っています。
　この都市計画決定データ及び都市計画基本図を基に、本市の都市計画策定及び都市計画情報の周知等に必要な各種地図を作成し、業
務使用及び一般頒布のために印刷、販売します。
　以上を実施することで、都市計画の立案及び事業執行、都市計画情報の周知などの業務の適正な遂行に繋げます。

２　都市計画基礎調査費
　都市計画基礎調査は、都市計画策定の基礎資料とするために、都市計画法第６条に基づき実施されており、概ね５年毎、神奈川県下
一斉に人口・土地・建物等の現状及び動向について調査するものです。
　本市では、都市計画基礎調査の基本となる土地利用及び建物用途別現況をはじめ、都市基盤の整備状況や開発の状況等について、調
査項目を数年度に分割して調査を実施し、神奈川県下一斉に行われる調査結果の取りまとめに合わせて完結することとしています。
　この調査の本市における流れとしては、まず土地利用・建物用途別現況等について２箇年かけて全数調査を行い、調査区（集計等の
基本単位＝町丁目界と用途地域界の重ね合わせによるゾーン、大・中・小ゾーン）の設定を行ったうえで、土地・建物以外の各種項目
別調査及びそれら調査結果のゾーン集計等を行っています。
　今年度は、令和６年度から３箇年かけて行う土地利用、建物用途別現況調査、項目別調査に向けて、県との事前調整や準備を行いま
す。

都市計画決定
データ修正

単位 目標 データ修正 データ修正 データ修正 データ修正

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

データ修正 データ修正 データ修正

実績 データ修正 データ修正

都市計画基本図
修正

単位 目標 24 23 23 23 23 23 23

図郭 実績 26.0 43.0

都市計画基礎調
査

単位 目標 93図郭 189図郭 1500部 0 96図郭 93図郭 189図郭

実績 93図郭 189図郭

43,670 ▲ 1,920 見直しによる減

都市計画基礎調査費 0 2,000 ▲ 2,000 調査費が発生しないため

事業スケジュール

１　都市計画図等作成費
・都市計画決定データ等の修正　　随時：都市計画決定データ等の修正
・都市計画基本図の修正　　　　　５月：業務委託発注　１１月：修正図面確認完了　１月：基本図データの修正
・地図印刷、販売　　　　　　　　通年

２　都市計画基礎調査費（第12次調査）
・令和５年度　調査に向けた準備、県との調整
・令和６年度　土地利用、建物用途別現況調査（北部）
・令和７年度　土地利用、建物用途別現況調査（南部）
・令和８年度　項目別調査、調査区（ゾーン）設定、集計、県対応
・令和９年度　調査結果の公表（冊子及びWEBページの作成）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画図等作成費 41,750

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 粕谷 弘幸 加藤　隆志

細事業合計 41,750 45,670 ▲ 3,920

課長 係長 地域計画



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 4 前年度事業名称 都市計画情報システム運営費

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画情報システム運営費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

令和５年度 3,012 3,012
0

単独事業 0
補助事業

3,051
増△減 △ 39 0 0 0 0 0 △ 39

令和４年度 3,051

令和８年度
予
算

3,570 3,570 3,009 3,012 3,012 3,012
3,570 3,570

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

3,009 3,012 3,012 3,012

根拠・データ等

(1) システム運用支援
・通年
(2) 機器リース（大型プリンター、大型スキャナー）
・令和４年２月に契約終了及び３月以降新規リース（５年契約）

2,939

事業概要

　都市計画情報システムは、デジタルデータ化した都市計画基本図などの各種地図情報を、ＧＩＳ（地理情報システム）の活用により
コンピュータで管理、運用を行うため平成６年度から導入している職員用のシステムです。
　このシステムにより、複数の地図情報の重ねあわせ出力や土地利用現況の分析などが可能となり、都市計画の検討に必要な様々な資
料の作成等に活用するとともに、庁内外においても様々な分野、用途で活用されています。
　本事業は、このシステムに必要な機器を整備、更新するとともに、アプリケーションソフトの保守管理のほか、システムの運用に係
る業務支援を毎年度業者に委託しています。

事業開始年度 平成6年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

4,002 5,170 2,939
4,002 5,170

根拠法令・方針決裁等 　  都市計画法第6条　都市計画法第14条

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①技術研修：アプリケーションソフト操作等の技術研修（講習会）の実施
②機能向上：バージョンアップデート作業や新たな機能要望等に対応したプログラムの作成・改善
③運用サポート：技術的な業務支援及び高度な処理技術を要する場合の指導及び代行
④障害復旧サポート：アプリケーションソフトの障害発生時の復旧、原因解析及び保全処置等（バックアップ等）
⑤データ更新：都市計画決定・変更、住居表示等の変更によるデータの更新及び航空写真データ等の最新版への入替え
以上を実施することで、都市計画情報システムの円滑な利用と有事に対応したデータ・システムの保全に繋げます。

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

3,051 ▲ 39 実績による減

事業スケジュール

(1) システム運用支援
・通年
(2) 機器リース（大型プリンター、大型スキャナー）
・通年（令和９年３月までの５年契約）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画情報システム運営費 3,012

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木 章子 粕谷 弘幸 遊佐 夏美

細事業合計 3,012 3,051 ▲ 39

課長 係長 地域計画



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 5 前年度事業名称 都市計画縦覧図書のデータベース化事業費

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画縦覧図書のデータベース化事業費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

令和５年度 3,475 3,475
0

単独事業 0
補助事業

3,538
増△減 △ 63 0 0 0 0 0 △ 63

令和４年度 3,538

令和８年度
予
算

4,008 3,599 3,576 3,475 3,475 3,475
4,008 3,599

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

3,576 3,475 3,475 3,475

根拠・データ等 過年度の契約実績等

3,289

事業概要 都市計画図書を電子データ化しインターネット上で閲覧できるシステムの保守・管理

事業開始年度 平成18年

６年度 ７年度 ８年度

決
算

3,776 3,197 3,289
3,776 3,197

根拠法令・方針決裁等
都市計画法第３条第３項及び都市計画法第20条第２項、都市計画運用指針「Ⅲ－２　７．情報開示の促進」「Ⅴ．都市計画決定手続
等」

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

 都市計画図書は、当該都市計画が定められている期間中は公衆の縦覧に供する必要があります。そのため、都市計画図書は毎年増加し
ていき保管場所や書類の経年劣化など様々な問題がありました。
　また、都市計画図書の検索は、都市計画指導業務など日々の業務で参照する機会が多いこと、市民への都市計画に関する知識の普及
や情報提供の促進を図るために、簡便に出来ることが求められていました。
　これらの課題解消のために都市計画図書を電子データ化しインターネット上で閲覧できるシステム「Ａ－Ｍａｐｐｙ」を開発し、平
成22年３月から公開しました。

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

回 実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

3,538 ▲ 63
実績からの見直しによる
減

事業スケジュール

　平成18年度　　基本システムの開発（縦覧・変換システム）
　平成19年度　　都市計画図書のＹＣＡＮ上でのテスト縦覧開始（システム調整・付加機能開発含む）
　平成19年度　　インターネット配信用システムの開発（システムテスト含む）
　平成20年度　　ＹＣＡＮでのシステムテスト（システム調整・付加機能開発含む）
　平成22年３月 インターネット公開開始
　平成22年度　　都市計画決定（変更）に合わせたデータの随時更新及びｉ－マッピーとの連携
　平成23年度～　都市計画決定（変更）に合わせたデータの随時更新

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画縦覧図書のデータベース化事
業費

3,475

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 濵名　陽介 渡辺　岳史

細事業合計 3,475 3,538 ▲ 63

課長 係長 調査



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 4,844 4,844 0

課長 係長 指導
本資料は、公正・適正に作成しました。 正木 章子 宮脇　由美子 礒崎　理沙

位置確認業務等

事業スケジュール

・昭和48年度　都市計画決定線の位置確認業務開始
・昭和63年度　マッピー運用開始（令和2年6月運用終了）
・平成14年度　i-マッピー運用開始
・平成19年度　指導図システム運用開始
・令和５年度　GISデータの一般公開・i-マッピーの一部機能のテスト公開

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
都市計画情報の提供（i-マッピー運
用）

オープンデータ化

実績

単位 目標

実績

単位 目標

1300 1300 600

件 実績 1467 1524

各種申請事務処
理件数

単位 目標 1600 1600 1600 1600

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・行政地図情報提供システム利用状況
　マッピー(昭和63年～令和2年6月)利用件数：30年度48,265件、元年度44,159件、2年度5,581件
　i-マッピー（平成14年～）アクセス件数：30年度684,749件、元年度706,245件、2年度915,097件、3年度1,001,580件
・各種申請事務処理件数
　都市計画決定線の位置確認：30年度1,378件、元年度1,451件、2年度1,260件、3年度1,286件
　都市計画法第53条の許可申請：30年度188件、元年度206件、2年度175件、3年度220件
　都市計画法第65条の許可申請：30年度57件、元年度27件、2年度32件、3年度18件

3,360

事業概要

　都市計画法や建築基準法等に基づく情報を、行政地図情報提供システム（i-マッピー）（インターネット配信）で管理・配信し、市
民等に正確かつ迅速に提供します。あわせて、都市計画決定線の位置確認手続きの的確かつ効率的な実施に向けた指導図システムの保
守及び位置確認情報の電子化や、都市計画決定線のオープンデータ化に対応したi-マッピー機能の追加及びGISデータの更新・入替え業
務を行います。

事業開始年度

i-マッピー：平成14年度
(マッピー：S63年度～2
年6月運用終了)
指導図システム：平成19
年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

6,135 4,436 3,368
6,121 4,424

根拠法令・方針決裁等 都市計画法

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
不動産売買や建築確認申請に伴い、不動産調査資料や確認検査機関への提出資料として、都市計画決定線を測量図等に転写した位置確
認資料が必要とされており、 都市計画課では、都市計画図書やiマッピー(インターネット配信)により、都市計画道路や用途地域境な
どの都市計画線を公開しています。しかし、都市計画決定線に近接する土地では、既存の情報提供ツールだけでは、市民自ら調査を要
する土地の位置特定及び都市計画線の位置を正確に把握することが困難な状況で、市に「都市計画決定線の位置確認」の申請を行う必
要が生じています。 「都市計画決定線の位置確認」申請を受けた際は、これまでの位置確認の指導履歴等を精査し作成した都市計画線
（GISデータ）を、申請地の位置を特定した上で申請図に転写・交付しており、申請図の返却までに７営業日を要すとともに、申請件数
が年間約1400件と都市計画課指導係の業務を逼迫しています。

②事業目的・効果
・簡単な操作で都市計画法・建築基準法等の土地利用制限を閲覧・印刷できるｉ－マッピーについて、情報更新業務などを行うととも
に、細かなシステム改修を行い、市民が用途地域等の都市計画情報を自ら調べることが出来るよう、サービスの向上を図ります。
・都市計画決定線の位置確認情報のPDF化や、都市計画法第53条及び第65条許可図面のマイクロ化を行うことにより、データ化され素早
く閲覧ができるようになると同時に、紙資料の削減につながり、収納スペースの圧縮化を図ります。
・ｉ－マッピー機能の追加（現在1/2500の縮尺を1/500対応とする）及びGISのオープンデータ化を行うことで、申請者自ら調査地の位
置特定及び都市計画決定線の位置確認ができるようになります。来庁負担の軽減につながるだけでなく、不動産売買・建築確認申請・
設計検討における効率化、災害発生時の窓口業務継続が困難な状況下においても経済活動を停滞させないなどの市民サービスや利便
性・経済性の向上、業務効率化を図ることができます。

令和８年度
予
算

8,863 5,408 4,674 4,844 4,844 3,844
8,122 5,387

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

4,653 4,823 4,823 3,823

4,823
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 4,844 21

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 4,844 21 4,823

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画情報等提供事業費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 6 前年度事業名称 都市計画情報等提供事業費

令和　５年度　事業計画書
事業局課 建築 都市計画

新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 7 前年度事業名称 都市計画課会計年度任用職員経費

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 都市計画課会計年度任用職員経費 政策番号 99 政策指標 - 施策番号 99 施策指標

令和５年度 9,109 40 9,069
0

単独事業 0
補助事業

9,074
増△減 11 0 0 16 0 0 △ 5

令和４年度 9,098 24

令和８年度
予
算

6,134 6,150 9,853 9,109 9,109 9,109
6,119 6,135

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

9,828 9,069 9,069 9,069

根拠・データ等 過年度実績、規程等

8,839

事業概要
　都市計画課には、都市計画に関する様々な電話による問合せが寄せられ、その件数は年間で約11,000件あり、これに
対応するため会計年度任用職員を配置します。

事業開始年度 昭和62年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

6,362 7,995 8,863
6,346 7,975

根拠法令・方針決裁等 横浜市会計年度任用職員の任用等に関する規程

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

 (1)　都市計画決定内容(都市施設､用途地域等)やその他都市計画に関する電話による問合せへの対応を行います。
 (2)　用途地域の見直しと連動した都市計画決定線の精査作業

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

9,098 11 報酬改定による

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市計画課会計年度任用職員経費 9,109

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 濵名　陽介 秋本　靖志

細事業合計 9,109 9,098 11

課長 係長 調査



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 8 前年度事業名称 用途地域等見直し検討業務

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 用途地域等見直し検討業務 政策番号 26 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

令和５年度 17,420 17,420
0

単独事業 0
補助事業

20,046
増△減 △ 2,626 0 0 0 0 0 △ 2,626

令和４年度 20,046

令和８年度
予
算

28,800 20,000 29,627 28,000 28,000 28,000
28,800 20,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

29,627 28,000 28,000 28,000

根拠・データ等

　用途地域見直しについては、昭和48年に当初指定を行い、昭和60年と平成８年に全市見直しを行ったほか、線引き全市見直しに伴う
変更を行ってきました。
【用途地域全市見直しの経緯】
　昭和48年12月　当初指定（８種類用途地域指定）
　昭和60年10月　用途地域全市見直し
　平成８年５月　用途地域全市見直し（12種類用途地域指定）
（参考）線引き全市見直しに伴う変更
　昭和52年３月、昭和59年12月、平成４年９月、平成９年４月、平成15年３月、平成22年３月、平成30年３月

22,261

事業概要 　土地利用の根幹的な枠組みである用途地域及び関連する地域地区について、全市見直しを行います。

事業開始年度 昭和48年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

25,593 19,124 22,261
25,593 19,124

根拠法令・方針決裁等 都市計画法第８条

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　29年度より、社会状況の変化を踏まえた喫緊の課題や、将来を見据えた課題に対する土地利用誘導についての論点整理等を行い、都
市計画基礎調査の結果等を活用した分析も踏まえ、用途地域等の見直しに向けた検討を進めています。
　元年度には、用途地域等の見直しの基本的考え方について都市計画審議会へ諮問を行った上で小委員会を設置し、より具体的な検討
を進め、３年度にいただいた答申等を踏まえ、用途地域等の指定及び見直しの基本的考え方を策定しました。これに基づき、４・５年
度は、具体的な用途地域等の見直しに向け、都市計画図書の作成及び都市計画市素案の公表を行います。これにより、市街化区域の土
地利用について、より戦略的な誘導を図り、持続可能な郊外部のまちづくりをはじめとした政策目的の着実な推進に繋げていきます。

単位 目標 見直し検討 見直し検討 見直し素案（案） 都市計画手続

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

都市計画変更 見直し検討 見直し検討

実績 見直し検討 見直し検討

単位 目標

実績

単位 目標

実績

20,046 ▲ 2,626
見直し地区の具体化によ
る減

事業スケジュール

平成29～30年度：基礎調査分析、用途地域等の見直し検討
令和元～２年度：用途地域等の見直し検討、都市計画審議会諮問、小委員会設置
令和３年度：都市計画審議会答申、用途地域等の見直し検討、用途地域等の指定及び見直しの基本的考え方（案）策定
令和４年度：用途地域等の見直し（案）の策定、説明会開催
令和５年度～：都市計画手続、都市計画変更

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

用途地域等見直し検討業務 17,420

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 太田　武夫 下田　悠斗

細事業合計 17,420 20,046 ▲ 2,626

課長 係長 地域計画



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 17,050 11,600 5,450

課長 係長 地域計画

本資料は、公正・適正に作成しました。 正木　章子 粕谷　弘幸 河田　敦子

11,600 5,450 説明会の実施による増

事業スケジュール

◆第８回線引き見直し
・令和２年度　　線引き基準検討調査、基礎資料作成
・令和３年度　　線引き基準検討調査、地番界等調査
・令和４年度　　線引き基準策定、素案（案）検討
・令和５年度～　縦覧図書作成、関係機関協議用資料作成、広報資料作成、説明会運営、公聴会運営

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

第８回線引き見直し 17,050

実績

単位 目標

実績

単位 目標

都市計画手続 とりまとめ

実績
地番界等資料調

査
線引き基準検討

第８回線引き
見直し

単位 目標
地番界等資料調

査
線引き基準検討 素案（案）検討

素案（案）縦覧、説
明会実施

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 都市計画法第7条、都市計画運用指針

5,460

事業概要
  市街化区域と市街化調整区域の区域区分(通称「線引き」)の第8回全市見直しを行います。また、関連案件として、用途地域、高度地
区、防火・準防火地域、臨港地区、緑化地域等の変更を併せて行います。

事業開始年度
昭和45年度

※第８回は令和２年度か
ら開始

６年度 ７年度 ８年度

決
算

- 6,424 5,460
- 6,424

根拠法令・方針決裁等 都市計画法第６条

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　本市では、都市計画法に基づき昭和45年に当初線引きを実施しています。その後、都市計画法第６条に基づき実施する都市計画に関
する基礎調査を踏まえて、過去７回の全市見直しを行ってきました。今回の事業は、第８回目の全市見直しとして令和２年度から令和
６年度にかけて線引きの見直しに関する作業を実施します。
　市街化区域と市街化調整区域を区分する、いわゆる「線引き」は、都市の無秩序な市街化を防止し、計画的にインフラ整備を図るな
ど、都市の骨格を定める重要な都市計画で、都市計画法第７条に基づき義務付けられています。
　本市では昭和45年の当初決定以降、概ね６～７年ごとに計７回の定期的な見直しを行っており、令和２年度より第８回目の見直しに
向けて、検討に着手しています。
　令和５年度は、素案（案）説明会の開催及び素案作成等を行います。

令和８年度
予
算

- 10,000 18,000 18,050 1,000 -
- 10,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

18,000 18,050 1,000 -

11,600
増△減 5,450 0 0 0 0 0 5,450

令和４年度 11,600

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 17,050 17,050

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 第８回線引き見直し 政策番号 26 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 10 1 2 枝番号 9 前年度事業名称 第８回線引き見直し

令和　５年度　事業計画書

事業局課 建築 都市計画
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号
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